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１．業務の目的 

道内市町村おける高齢者の住まい確保に資するため、サービス付き高齢者向け住宅の需要と供給な

らびに経営等に関する現状と課題を整理し、地方におけるサ高住の供給促進に向けた普及資料を作成

する。 

 

２．業務の概要 

（１）地方におけるサ高住整備に関するアンケート調査 

・札幌市を除く道内178市町村、全サ高住事業者313件（回収率40.3％）、札幌市を除く有料老人ホ

ーム（以下、有老）・ケアハウス・特別養護老人ホーム経営者612件（回収率40.8％）に対するア

ンケート調査を実施した。合わせてサ高住データベースの分析も行った。 

・入居者の平均年齢は、自治体規模が小さくなるにつれて高くなる（図１）。同様に介護度も高くな

る傾向が見られ、地方の方が介護施設化しているといえる。 

・サ高住事業者の経営状況では、サ高住の経営が黒字である事業者は37％にとどまり、サ高住以外の

事業収益を含むと 49％が黒字であることから、サ高住のみでは経営が厳しいことがわかった（図

２）。一方、地域別にみると札幌および人口5万人以上の自治体に比べ5万人未満の小規模な自治

体において黒字の割合が高い。その要因としては、地方は都市に比べ一般的に入居率が安定しない

ことから、経営リスクが高く、その分利回りが高くなければ経営が難しい点が考えられる。 

・サ高住経営上の課題として、「職員数の充足」31％、「介護度等の進行に合わせた受入れ体制」26％、

「有資格者数・介護スキル」25％等が上位にあげられた（図３）。反対に、自社の強みとしては、

「料金の手ごろさ」58％や「職員と入居者の人間関係等」48％、「立地・環境の良さ」44％、など

が高かった。 

図２. 利益率 

出典：データベース 

図１. 入居者の平均年齢 

図３. 経営上の課題と自社の強み 図４. 地方でのサ高住に参入しなかった理由 
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・地方でのサ高住に参入しない理由としては、「人材確保の難しさ」49％が最も多く、「サ高住では

なく他の介護施設が求められる」28％「サ高住に関するノウハウがない」19％などが挙げられた（図

４）。 

・この他に、法人概要、建物の状況、入居募集の状況、これまでの地方展開の経験、地方でのサ高住

供給に対する意見等を把握した。 

 

（２）地方におけるサ高住整備に関するヒアリング調査 

・道内4市町、道内でサ高住を運営する6事業者、道外1事業者にヒアリング調査を実施した。 

・自治体からは、「サ高住よりも安価なタイプの住宅が求められていると考える」「高齢者数の少な

さや介護人材の不足が課題である」等のコメントがあり、事業者アンケートの結果と一致した。 

・事業者ヒアリングからも、「札幌市内であっても高価格帯のサ高住は埋まらない」等のコメントも

あり、如何に安価に供給できるかが課題となっていることが明らかになった。一方で、「地方展開

したい意向はあるが需要が読めない」「過去に地方展開して失敗した」等のコメントもあった。 

・以上より、今後地方では、求められる施設種類や戸数を見極めることが重要となる。他の施設では

なくサ高住を供給する場合、料金が手ごろで、看取りや介護度の進行にも対応できること等が求め

られる。 

・そのためには、自治体が既存建築物等の活用や地優賃等の制度の活用によりイニシャルコストの低

減を支援し、特定施設の指定や人件費の補助等により事業者の収益を安定させるための環境を整え

ることが求められる。 

・一方で、新聞報道等にもあるように、事業者の収益増のために入居者の残存機能を十分に引き出さ

ず過剰なサービスを提供している実態が問題視されている。事業者の収入確保と入居者の尊厳のバ

ランスを取ることも重要となる。 

 

（３）地方におけるサ高住の供給促進のための普及資料作成 

・（１）および（２）の調査結果、公有地や既存建物の活用、サ高住と地優賃等の制度の利用につい

て、各種データ、先行事例等をとりまとめ、図５のような普及資料（案）を作成した。今後、道が

開催する市町村および関連事業者を参集した説明会において活用される予定である。 

 

 
図５．普及資料（案）の一部抜粋 

 

３．成果の活用 

・本成果は、地方自治体におけるサ高住供給促進に向けた説明会や道の施策に活用される。また市町

村および関連事業者等に情報提供される。 
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１．研究の概要 

（１）背景 

北海道内のサービス付き高齢者向け住宅（以下、サ高住）は、2020年12月時点で505棟20,955戸

ある（表 1）。都道府県別の戸数では大阪府に次いで全国2 位であり、高齢者人口当たりの戸数では、

全国5位である。 

そのうち255棟（51％）12,551戸（60％）が札幌市に立地していることや、サ高住の全くない自治

体が120件（67％）あることなどから（図1）、道内のサ高住は一部の市町村に偏っていることがわか

る。 

 

表1. サ高住の数と割合 

 棟数（割合） ⼾数（割合） 

北海道 505 棟 20,955 ⼾ 

札幌市 255 棟（51％） 12,551（60％）

 
図1. サ高住の有無・高齢者数に対する戸数割合 

 

（２）目的 

本研究では、道内市町村おける高齢者の住まい確保に資するため、サ高住の需要と供給ならびに経

営等に関する現状と課題を整理し、地方におけるサ高住の供給促進に向けた普及資料を作成すること

を目的とする。 

 

  



2 

（３）研究内容および調査の概要 

本研究では、１）地方におけるサ高住整備に関するアンケート調査および２）地方におけるサ高住

整備に関するヒアリング調査を実施し、その結果から３）地方におけるサ高住の供給促進のための普

及資料を作成した（図2）。 

アンケート調査は、札幌市を除く道内178市町村、全サ高住事業者313件（回収率40.3％）、札幌

市を除く有料老人ホーム（以下、有老）・ケアハウス・特別養護老人ホーム（以下、特養）経営者612

件（回収率40.8％）に対して実施した（表2）。その結果に加え、『サービス付き高齢者向け住宅情報

提供システム（一般社団法人 高齢者住宅協会提供）』の掲載データについても併せて分析を行った。 

ヒアリング調査は、道内4市町、道内でサ高住を運営する6事業者、道外1事業者にヒアリング調

査を実施した（表3）。 

 

 

図2. 研究内容 

 

表2. アンケート調査の概要 

対象 内容 回収状況 時期 

市町村 サ⾼住供給意向など 札幌市を除く178
回収率100％ 2020 年8 ⽉ 

サ⾼住事業者 経営状況
地⽅展開意向など

配布︓313
回収︓126（40.3％） 2021 年1 ⽉ 

有料・ケア・特養
事業者（札幌市除く） 

経営状況
地⽅展開意向など

配布︓612
回収︓250（40.8％） 2021 年1 ⽉ 

 

表3. ヒアリング調査の概要 

対象 内容 実施状況 時期 

市町村 サ⾼住供給意向など 4 市町（帯広市、鷹栖
町、滝川市、奈井江町） 2020 年6〜10 ⽉ 

サ⾼住事業者 経営状況
地⽅展開意向など

道内6 事業者
道外1 事業者

2020 年6 ⽉〜 
2021 年2 ⽉ 

 

 

 

  

１）地⽅におけるサ⾼住整備に関するアンケート調査
（対象︓市町村、サ⾼住事業者、介護事業者）

３）地⽅におけるサ⾼住の供給促進のための普及資料の作成

２）地⽅におけるサ⾼住整備に関するヒアリング調査
（対象︓市町村、サ⾼住事業者）



3 

２．アンケート調査からみた道内のサ高住の実態と課題 

（１）入居者の実態 

図3に示すように、入居者の平均年齢が「83歳以上」のサ高住は全体の69％を占めており、平均年

齢は高い。ここで、「札幌市」「人口5万人以上の自治体」「人口5万人未満の自治体」に3分類し、そ

の傾向をみると、自治体規模が小さくなると平均年齢が上がる傾向が見られる。 

次に、入居者の介護度をみると（図4）、「自立～要支援2 まで」の割合は低く、多くの入居者は要

介護認定を受けていることがわかる。自治体規模別にその傾向をみると、自治体規模が小さくなると、

介護度の高い入居者の割合が高くなる。 

 

  

図３．入居者の平均年齢       図４．自立～要支援２までの入居者の割合 

※「サービス付き高齢者向け住宅情報提供システム」（提供：一社高齢者住宅財団）のデータより筆

者作成（適用年月：2020年4月） 

 

（２）サ高住事業者の実態 

経営するサ高住は、1ヶ所のみである事業者が87％と多い（図5）。 

主な業種は、介護系または医療系の事業者が85％を占めている（図6）。 

法人の種類は、株式会社が58％である（図7）。 

サ高住の経営状況をみると、黒字である事業者は37％にとどまる。地域別にみると、人口5万人未

満の小規模自治体において黒字が55％と高い（図8）。 

サ高住のみの経営状況に比べ、併設施設などサ高住以外の事業を総合すると49％が黒字である。そ

の事業内容をみると、「通所・訪問介護事業所等」が最も多い（図9）。 

入居率は、67％が9割以上である。しかし、自治体規模が小さくなるとその割合が下がる（図10）。 

経営上の課題は、「職員数」「介護度の進行に合わせた受入れ体制」「介護スキル」などが多く、自社

の強みとしては、「料金の手ごろさ」「人間関係」「立地・周辺環境」などがあげられた（図11）。 

 

（１）（２）より、道内におけるサ高住事業者の実態としては、小規模自治体において、入居者の年

齢や介護度が高いこと、入居率が低いこと、また、介護系・医療系事業者が多く、サ高住は1カ所の

みで主たる事業となっていないことや蓄積したノウハウが他のサ高住に活かされにくいこと、通所・

訪問介護事業所等と併せると黒字化する割合が高いこと等が明らかになった。また、課題認識におい

ても、介護施設として必要なことが多く挙げられている。これらより、特に小規模自治体においては、

都市に比べ入居率が安定しないことから経営リスクは高くなるものの、サ高住を介護施設化すること

などにより利回りを高め、経営を安定させている状況がうかがえる。 
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図５．経営するサ高住数 

 

  

図６．主な業種              図７．法人等の種類 

 

  
図８．サ高住事業者の経営状況（利益率）     図９．サ高住以外の事業 

 

  

図１０．入居率         図１１．経営上の課題と自社の強み 

※「サービス付き高齢者向け住宅情報提供シス

テム」（提供：一社高齢者住宅財団）のデータよ

り筆者作成（適用年月：2020年4月） 
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（３）事業者の地方展開への意向 

サ高住事業者のうち、これまでに（今経営しているサ高住以外に）地方にサ高住を供給することを

検討したことがあるのは14％（18件）で（図12）、そのうち実際に運営（事業拡大）したのは、4件

にとどまる（図13）。実際に運営しなかった13件の理由は、「人材確保が難しいから」が最も多い（図

14）。また、今後検討する条件としては、「補助制度・融資制度の充実」「一定の人口規模があること」

などがあげられた（図15）。 

他の介護事業者（有料・ケア・特養）のうち、サ高住への参入を検討したことがあるのは15％（38

件）である（図 16）。アンケート対象に札幌市を含まなかったことが要因であると考えられるが、検

討した地域をみると、「札幌市を含まない他の自治体」が61％と多い（図17）。 

他の介護事業者の地方でのサ高住に参入しなかった理由も、サ高住事業者と同様に「人材確保が難

しいから」が49％と最も多く、次いで「他の介護施設が求められているから」が28％である（図18）。

また、地方でのサ高住参入を検討する条件としては、「サ高住への参入の意向はない」が最も多いもの

の、「補助制度・融資制度の充実」などがあげられた（図19）。 

 

 

図１２．地方でのサ高住展開検討経験の有無  図１３．地方でのサ高住展開経験の有無  

  

図１４．地方展開しなかった理由         図１５．検討の条件 

  

図１６．他の事業者のサ高住参入検討経験      図１７．検討した地域 

  

図１８．地方でのサ高住に参入しなかった理由      図１９．検討の条件 
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（４）市町村のサ高住供給促進への意向 

札幌市を除く178市町村のうち、サ高住の供給促進意向があるのは23％（41自治体）あり（図20）、

その目的は、「高齢者の住まいの確保」が多い（図21）。 

意向がない77％（137自治体）のその理由は、「実施する事業者がいない」が最も多く、次いで「将

来の需要が見通せない」「現在の需要がない」などが続く（図22）。 

 

  
図２０．市町村のサ高住供給促進意向        図２１．供給促進の目的 
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３．ヒアリング調査からみた道内のサ高住の実態と課題 

（１）市町村ヒアリング結果 

道内4市町にヒアリング調査を実施した。 

以下のようなコメントがあり、事業者のアンケート結果の傾向とほぼ一致した。 

 

●サ高住の需要について 

・サ高住は、利用料とサービス料を合わせると割高となってしまう。サ高住よりも安価なタイプ

の住宅（公営住宅等）が求められ、いよいよ自立して生活できなくなってから、介護施設に入

る人が多い。 

・供給数が多く、市内のサ高住の平均入居率が6割である。 

●サ高住の地方展開が進まない要因について 

・高齢者数の少なさや介護人材の不足が課題である。 

 

（２）事業者ヒアリング結果 

道内でサ高住を運営する6事業者、道外1事業者にヒアリング調査を実施した。 

以下のようなコメントがあり、事業者アンケートの結果や市町村のコメントともほぼ一致した。 

 

●地方参入を決める要因 

・札幌市内であっても高価格帯のサ高住は埋まらない 

・小さな町で60戸供給し失敗したことがある。 

・地方参入したいが、本当に満室になるほど需要があるのかが読めない。 

・人材確保が難しい。地方のサ高住で重要なポストの職員が急に退職した場合、ホテル住まいを

して誰かが応援に行ったこともある。拠点（施設）同士が近いと、人員の融通もしやすい。 

・札幌はそろそろ飽和していると考える。 

・特定施設の指定があるなら、参入したい。 

●サ高住と他の介護施設の決め手 

・現状ですでに認知症の人が半数いることからも、サ高住よりグループホーム等認知症対応の施

設が求められると考える。 

・住戸面積が広く設備も基準がしっかりしており、できるならサ高住にしたいが、価格等色んな

要件から有料になってしまったこともある。 

 

（３）特徴的な事例 

①鷹栖町（社会福祉法人さつき会）（図23） 

鷹栖町では、特養の待機者等が旭川市の有料老人ホームに転出している状況があった。町内に

は、既に役場と二人三脚で地域包括ケアを実施していた社会福祉法人があり、町民にできる限り住み

続けてほしい役場と割と自立度の高い高齢者向けにサ高住をつくりたい法人の計画がマッチングし、

サ高住「ぬくもりの家たかほ」が建設されることとなった。 

町は、年間32万円で町有地を賃貸したとともに建設費も補助することで、建設費・運営費を削減

し、ひいては家賃の低廉化につながった。 

町施策として、（入居者に限らず）地域住民も使えるフィットネス施設および地域食堂を併設する

ことで、数種類の補助金を組み合わせて建設することができた。運営についても、ケアマネジメント

会議で事業者と連携している。 

この他に、鷹栖町では、サ高住を含む高齢者施設に入居する方に、元の自宅を賃貸または売却し

ないかと勧誘し、町内の空き家対策も同時に行っている点も特徴的である。 
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図２３．鷹栖町における行政と事業者の連携 

 

②株式会社コミュニティネット（図24） 

(株)コミュニティネットは、全国14か所で「ゆいま～る」というサ高住を展開している。理念と

しては、１）「施設」ではなく、「生活としての住まい」の提供、２）安心して暮らせる仕組み＋医療

と介護の連携、３）居住者主体のハウスづくり～ともに育むコミュニティ、を掲げている。「ゆいま

～る」シリーズの種類としては、「団地再生型」と呼ばれ、団地内の空いた住戸からサ高住に設定し

ていくタイプや「過疎地再生・環境共生型」と呼ばれ、例えば入居者も少しの役割を持ち、少額でも

収入が得られる工夫がされているものなどもある。 

コミュニティネットは、開発および運営を担い、基本的には物件を所有していない。既存団地の

再生や公有地の活用など、オーナーや地元自治体と密に連携している。地域の情報は徹底的に収集

し、竣工の２年ほど前から住民勉強会を重ねファンを増やし入居率を上げ、運営開始後も地域との関

係を良好に保たれている。 

 

 

図２４．(株)コミュニティネットによる供給事例 
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４．地方でのサ高住供給促進に向けて 

以上、事業者および市町村へのアンケート・ヒアリング調査、データベースの分析より、以下のこ

とが明らかになった。 

 

（１）供給の状況 

・都道府県別にみるとサ高住の数は多いが、自治体により偏りがある。 

・小規模自治体のサ高住では、都市部に比べ、入居者の年齢層が高く介護度も高い。 

 

（２）経営の状況 

・サ高住を複数経営している事業者は少なく、成功のポイントや失敗例などを含む経営ノウハウが

継承されにくい。 

・サ高住の家賃収入だけでは経営が難しく、他の介護事業と一体的に経営し、自社の介護サービス

を利用してもらうことで黒字につなげている。 

・介護人材の確保を課題として認識している事業者が多くある。 

・地方では、経営リスクが高いことから、黒字率が高くなっているが、その要因（イニシャルコス

トを下げたのか等）については明らかにできなかった。今後の課題である。 

・事業者の要望として、補助や融資の充実により、イニシャルコストを低減することや家賃を抑え

ることを要望している。 

 

（３）地方のサ高住供給における注意点 

・一方で、国土交通省制度見直し資料や新聞報道等にもある通り、一部のサ高住において収益増の

ために入居者の残存能力を十分に限引き出さず過剰なサービス提供をしている実態が問題視さ

れている。事業者の収入確保と入居者の尊厳のバランスを取ることが求められる。 

・また、サ高住は、住宅だけを供給するのではなく、医療機関、他の施設や介護サービスとの連携

などが必要となることから、事前に詳細なマーケティングを行い、サ高住供給が求められる地域

や必要戸数を見極める必要がある。他の施設ではなくサ高住を供給する場合、料金が手ごろで、

看取りや介護度の進行にも対応できること等が求められる。 

・さらに補助などの支援が必要であることから、自治体との連携が求められる。 
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５．自治体と事業者の連携推進に向けて 

以上の調査結果より、地方でのサ高住供給促進のためには、自治体と事業者の連携が重要となるこ

とから、その手法を提案した。 

 

（１）未利用公有地の活用 

 市町村アンケートによると、活用可能な未利用公有地があるのは、22市町村（12％）で、その多く

は公営住宅の跡地である。今後も人口減少に伴い、公営住宅の管理戸数の縮減等は進むと考えられる

ため、今後も未利用公有地が発生する可能性がある。 

 一方で、事業者アンケートによると、未利用公有地の活用を「検討する」「条件により検討する」は、

合わせて25％である。 

 両者のマッチングにより、自治体にとっては遊休地が活用され、事業者にとっては土地を安価に入

手または賃貸できるためウィンウィンとなる。先進事例については、普及資料において紹介する。 

 

（２）既存公共建築物等の活用 

市町村アンケートによると、活用可能な既存建築物があるのは、7 市町村（8％）と多くはないが、

公営住宅や病院などがあげられている。ヒアリング調査によると、エレベータの設置や、ナースコー

ルの活用、間仕切りの変更のしやすさなどから、病院はサ高住に適しているとのコメントもあった。

また、公営住宅等では、空室になった場合、順次サ高住に指定する方法もある。 

一方で、事業者アンケートによると、既存施設の活用を「検討する」「条件により検討する」は、合

わせて23％である。 

こちらも公有地と同様に、事業者と自治体のマッチングが重要となる。 

 

（３）国の住宅関連補助事業制度の活用 

国の住宅関連補助事業制度として、「地域優良賃貸住宅（以下、地優賃）」がある。居住環境の良好

な賃貸住宅を促進し、特に居住の安定に配慮が必要な世帯等のための賃貸住宅を整備する費用の助成

および家賃の減額に対する助成が得られる。高額になりがちなサ高住の家賃を低廉化することに利用

できる。 

自治体が住生活基本計画等に明記し、自治体により申請が必要となるため、こちらも事業者と自治

体のマッチングが重要となる。 

 

（４）その他 

事業者アンケート、ヒアリング共に「人材確保の難しさ」により、地方参入が難しいという声が多

く聞かれた。そこで、高齢者の安定居住のためにサ高住が必要であるという考えから、「特定施設入居

者生活介護（以下、特定施設）」の指定や人件費に自治体が補助をする、関連する公共施設の指定管理

を合わせて委託することにより人件費を軽減する、自治体の給食を融通するなど、自治体のもつ資源

をうまく活用することで、事業者の収益を安定させるための環境を整えることが求められる。 
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６．普及資料の作成 

アンケート・ヒアリング調査の調査結果、公有地や既存建物の活用、サ高住と地優賃等の制度の利

用について、各種データ、先行事例等をとりまとめ、図２５のような普及資料（案）を作成した。道

が開催する市町村及び事業者を参集した説明会において活用される予定である。 
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図２５．普及資料（案）
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